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「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令」の公布に伴う市条例の改正検討資料 

 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

（新） 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

（旧） 
旭川市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例 対 応 案 

（保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う

者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以

下この条，第７条第１項，第１４条第１項及び第２項，

第１５条第１項，第２項及び第５項，第１６条並びに第

１７条第１項から第３項までにおいて同じ。）は，利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び，家庭

的保育事業者等による保育の提供の終了後も満三歳以上

の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年法

律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学

校において行われる教育をいう。第３号において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう，次に掲げる事項（国

家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「特

区法」という。）第１２条の４第１項に規定する国家戦略

特別区域小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦略

特別区域小規模保育事業者」という。）にあっては，第１

号及び第２号に掲げる事項）に係る連携協力を行う保育

所，幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし，離島その他

の地域であって，連携施設の確保が著しく困難であると

市町村が認めるものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪

問型保育事業を除く。第１６条第２項第３号において同

じ。）を行う家庭的保育事業者等については，この限りで

ない。 

 

一 （略） 

 

 

 

 

 二 必要に応じて，代替保育（家庭的保育事業所等の職

員の病気，休暇等により保育を提供することができな

い場合に，当該家庭的保育事業者等に代わって提供す

る保育をいう。以下この条において同じ。）を提供す

ること。 

 三 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う

者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以

下この条，第７条第１項，第１４条第１項及び第２項，

第１５条第１項，第２項及び第５項，第１６条並びに第

１７条第１項から第３項までにおいて同じ。）は，利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び，家庭

的保育事業者等による保育の提供の終了後も満三歳以上

の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年法

律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学

校において行われる教育をいう。第３号において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう，次に掲げる事項（国

家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「特

区法」という。）第１２条の４第１項に規定する国家戦略

特別区域小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦略

特別区域小規模保育事業者」という。）にあっては，第１

号及び第２号に掲げる事項）に係る連携協力を行う保育

所，幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし，離島その他

の地域であって，連携施設の確保が著しく困難であると

市町村が認めるものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪

問型保育事業を除く。第１６条第２項第３号において同

じ。）を行う家庭的保育事業者等については，この限りで

ない。 

 

 一 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設

定，保育の適切な提供に必要な家庭的保育事業者等に

対する相談，助言その他の保育の内容に関する支援を

行うこと。 

 

 二 必要に応じて，代替保育（家庭的保育事業所等の職

員の病気，休暇等により保育を提供することができな

い場合に，当該家庭的保育事業者等に代わって提供す

る保育をいう。）を提供すること。 

 

 三 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けて

いた利用乳幼児（事業所内保育事業（法第６条の３第

１２項に規定する事業所内保育事業をいう。以下同

じ。）の利用乳幼児にあっては、第４２条に規定するそ

の他の乳児又は幼児に限る。以下この号において同

じ。）を，当該保育の提供の終了に際して，当該利用乳

幼児に係る保護者の希望に基づき，引き続き当該連携

施設において受け入れて教育又は保育を提供するこ

と。 

（保育所等との連携） 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う

者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。

以下この条，第８条第１項，第１５条第１項及び第２項，

第１６条第１項，第２項及び第５項，第１７条並びに第

１８条第１項から第３項までにおいて同じ。）は，利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び，家

庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以

上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年

法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める

学校において行われる教育をいう。第３号において同

じ。）又は保育が継続的に提供されるよう，次に掲げる

事項に係る連携協力を行う保育所，幼稚園又は認定こど

も園（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。ただし，山間のへき地その他の地域であ

って，連携施設の確保が著しく困難であると市長が認め

るものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業

を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う

家庭的保育事業者等については，この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 （１）利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の

設定，保育の適切な提供に必要な家庭的保育事業者

等に対する相談，助言その他の保育の内容に関する

支援を行うこと。 

 

（２）必要に応じて，代替保育（家庭的保育事業所等の

職員の病気，休暇等により保育を提供することがで

きない場合に，当該家庭的保育事業者等に代わって

提供する保育をいう。）を提供すること。 

 

 （３）当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受け

ていた利用乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児

にあっては，第４３条に規定するその他の乳児又は

幼児に限る。以下この号において同じ。）を，当該

保育の提供の終了に際して，当該利用乳幼児に係る

保護者の希望に基づき，引き続き当該連携施設にお

いて受け入れて教育又は保育を提供すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○従来の基準 

連携施設は，保育所，幼稚園又は認定こども園に

限定している。 

報告事項イ－６ 
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２ 市町村長は，家庭的保育事業者等による代替保育の提

供に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める

場合であって，次の各号に掲げる要件の全てを満たすと

認めるときは，前項第二号の規定を適用しないことがで

きる。 

 

 一 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者と

の間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確

化されていること。 

 

 二 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支

障が生じないようにするための措置が講じられてい

ること。 

 

 

３ 前項の場合において，家庭的保育事業者等は，次の各

号に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ当該各号に定め

る者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者として適切に確保しなければならない。 

 

 一 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場

所又は事業所（次号において「事業実施場所」という。）

以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場

合 第２７条に規定する小規模保育事業A型若しくは小

規模保育事業B型又は事業所内保育事業を行う者（次号

において「小規模保育事業A型事業者等」という。） 

 

 二 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事

業の規模等を勘案して小規模保育事業A型事業者等と同

等の能力を有すると市町村が認める者 

 

 

（食事の提供の特例） 

第１６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（食事の提供の特例） 

第１６条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業

者等は，前条第１項の規定にかかわらず，当該家庭的保

育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について，

次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）におい

て調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により行う

ことができる。この場合において，当該家庭的保育事業

者等は，当該食事の提供について当該方法によることと

してもなお当該家庭的保育事業所等において行うことが

必要な調理のための加熱，保存等の調理機能を有する設

備を備えなければならない。 

 

一 利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭的

保育事業者等にあり，その管理者が，衛生面，栄養面

等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理

業務の受託者との契約内容が確保されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（食事の提供の特例） 

第１７条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業

者等は，前条第１項の規定にかかわらず，当該家庭的保

育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について，

次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）にお

いて調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により行

うことができる。この場合において，当該家庭的保育事

業者等は，当該食事の提供について当該方法によること

としてもなお当該家庭的保育事業所等において行うこと

が必要な調理のための加熱，保存等の調理機能を有する

設備を備えなければならない。 

 

 （１）利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭

的保育事業者等にあり，その管理者が，衛生面，栄

養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及

び調理業務の受託者との契約内容が確保されている

こと。 

 

○今回の改正点１ 

【概要】 

１ ①本市が家庭的保育事業者等（本市では小規模 A と事業

所内保育事業のみ）による代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場合であって，②連携先と

の役割や責任の所在が明確，③連携先の本来業務に支障が生

じない，以上の全てを満たすとき，第６条第２号の規定を適

用しない。（言い換えると，保育所，幼稚園又は認定こども

園を代替保育の連携先とする必要はないこと。） 

 

２ ただし，１を適用するには，①「当該家庭的保育事業者等

の事業実施場所以外で代替保育を提供する場合，他の小規模

保育事業A型等を行う者」，②「事業実施場所で代替保育を

提供する場合には，小規模保育事業 A 型事業者等と同等の

能力を有すると本市が認めた者」を適切に確保することが条

件となる。 

 

【現状】 

 現在市内に存在する１９か所の小規模保育事業 A 型及び３

か所の事業所内保育事業については，従来の基準でいずれも連

携先を確保しており，代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難な状況とはいえない。 

 

【課題】 

今後の都市計画（コンパクトシティー化）等において，都市

機能の集約化や人口分布が変化等すると，市内各所における特

定教育・保育施設の周辺環境の変化も予想され，将来的には，

代替保育に係る連携先拡大が必要になる可能性もある。 

 

【対応案】 

 現在の本市の状況は，改正前の省令基準で十分に対応できて

おり，早急に条例改正を要す事項とは考えにくく，また，代替

保育を提供する小規模保育事業等において，その役割を果たす

際の人員面に問題が生じないとも限らないことから，当面，条

例改正をしない方向とする。ただし，今後の状況の変化によっ

ては，条例改正について，再度審議会に諮ることとする。 
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２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 

 一 ～ 三 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 四 保育所，認定こども園等から調理業務を受託している

事業者のうち，当該家庭的保育事業者等による給食の趣

旨を十分に認識し，衛生面，栄養面等，調理業務を適切

に遂行できる能力を有するとともに，利用乳幼児の年齢

及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や，

アレルギー，アトピー等への配慮，必要な栄養素量の給

与等，乳幼児の食事の内容，回数及び時機に適切に応じ

ることができる者として市町村が適当と認めるもの（家

庭的保育事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を

行う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居

宅に限る。附則第２条第２項において同じ。）において家

庭的保育事業を行う場合に限る。） 

二 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設，保健所，

市町村等の栄養士により，献立等について栄養の観点

からの指導が受けられる体制にある等，栄養士による

必要な配慮が行われること。 

 

三 調理業務の受託者を，当該家庭的保育事業者等によ

る給食の趣旨を十分に認識し，衛生面，栄養面等，調

理業務を適切に遂行できる能力を有する者とするこ

と。 

 

四 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に

応じた食事の提供や，アレルギー，アトピー等への配

慮，必要な栄養素量の給与等，利用乳幼児の食事の内

容，回数及び時機に適切に応じることができること。 

 

 

五 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から，

利用乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配

慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事

を提供するよう努めること。 

 

２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 

 一 連携施設 

 

二 当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法人

が運営する小規模保育事業（法第６条の３第１０項に

規定する小規模保育事業をいう。以下同じ。）若しくは

事業所内保育事業を行う事業所，社会福祉施設，医療

機関等 

 

三 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第３条第

２項に規定する義務教育諸学校又は同法第６条に規定

する共同調理場（家庭的保育事業者等が離島その他の

地域であって、第１号及び第２号に掲げる搬入施設の

確保が著しく困難であると市町村が認めるものにおい

て家庭的保育事業等を行う場合に限る。） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）当該家庭的保育事業所等又はその他の施設，保健

所，本市等の栄養士により，献立等について栄養の

観点からの指導が受けられる体制にある等，栄養士

による必要な配慮が行われること。 

 

 （３）調理業務の受託者を，当該家庭的保育事業者等に

よる給食の趣旨を十分に認識し，衛生面，栄養面等，

調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とする

こと。 

 

 （４）利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態

に応じた食事の提供や，アレルギー，アトピー等へ

の配慮，必要な栄養素量の給与等，利用乳幼児の食

事の内容，回数及び時機に適切に応じることができ

ること。 

 

 （５）食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から，

利用乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に関し

配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき

食事を提供するよう努めること。 

 

２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 

 （１）連携施設 

 

 （２）当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法

人が運営する小規模保育事業若しくは事業所内保育

事業を行う事業所，社会福祉施設，医療機関等 

 

 

 

 （３）学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第３条

第２項に規定する義務教育諸学校又は同法第６条に

規定する共同調理場（家庭的保育事業者等が山間の

へき地その他の地域であって，第１号及び第２号に

掲げる搬入施設の確保が著しく困難であると市長が

認めるものにおいて家庭的保育事業等を行う場合に

限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今回の改正点２－１ 

【概要】 

 家庭的保育事業限定だが，一定の条件付きで，食事の外部搬

入先を拡大（緩和）する。 

 

【現状】 

 家庭的保育事業限定の改正だが，本市には現在，家庭的保育

事業はない。また，本市では，調理業務の委託はあるものの，

保育所等も含めて食事は基本的に自園調理をしており，食事の

外部搬入は，同一法人間を除き実施していない。なお，本市の

基準条例では，家庭的保育事業に係る条項は整備されている。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この省令は，子ども・子育て支援法及び就学前の

子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律（平成２４年法律第６７号）の施行

の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 

（食事の提供の経過措置） 

第２条 この省令の施行の日の前日において現に存する法

第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設若しく

は事業を行う者（次項において「施設等」という。）が，

施行日後に家庭的保育事業等の認可を得た場合において

は，この省令の施行の日から起算して５年を経過する日

までの間は，第１５条、第２２条第４号（調理設備に係

る部分に限る。），第２３条第１項本文（調理員に係る部

分に限る。），第２８条第１号（調理設備に係る部分に限

る。）（第３２条及び第４８条において準用する場合を含

む。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。）（第３２

条及び第４８条において準用する場合を含む。），第２９

条第１項本文（調理員に係る部分に限る。），第３１条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。），第３３条第１号

（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に

係る部分に限る。），第３４条第１項本文（調理員に係る

部分に限る。），第４３条第１号（調理室に係る部分に限

る。）及び第５号（調理室に係る部分に限る。），第４４条

第１項本文（調理員に係る部分に限る。）並びに第４７条

第１項本文（調理員に係る業務に限る。）の規定は，適用

しないことができる。 

 

２ 前項の規定にかかわらず，施行日後に家庭的保育事業（第

２２条に規定する家庭的保育事業を行う場所において実施

されるものに限る。）の認可を得た施設等については，この

省令の施行の日から起算して１０年を経過する日までの間

は，第１５条，第２２条第４号（調理設備に係る部分に限

る。）及び第２３条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）

の規定は，適用しないことができる。この場合において，

当該施設等は，第１条第２項に規定する利用乳幼児への食

事の提供を同項に規定する家庭的保育事業所等内で調理す

る方法（第１０条の規定により，当該家庭的保育事業所等

の調理設備又は調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の

調理施設において調理する方法を含む。）により行うために

必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この省令は，子ども・子育て支援法及び就学前の

子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律（平成２４年法律第６７号）の施行

の日（平成２７年４月１日）から施行する。 

 

（食事の提供の経過措置） 

第２条 この省令の施行の日の前日において現に存する法

第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設若しく

は事業を行う者が，施行日後に家庭的保育事業等の認可

を得た場合においては，この省令の施行の日から起算し

て５年を経過する日までの間は，第１５条、第２２条第

４号（調理設備に係る部分に限る。），第２３条第１項本

文（調理員に係る部分に限る。），第２８条第１号（調理

設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第４８条におい

て準用する場合を含む。）及び第４号（調理設備に係る部

分に限る。）（第３２条及び第４８条において準用する場

合を含む。），第２９条第１項本文（調理員に係る部分に

限る。），第３１条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。），第３３条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及

び第４号（調理設備に係る部分に限る。），第３４条第１

項本文（調理員に係る部分に限る。），第４３条第１号（調

理室に係る部分に限る。）及び第５号（調理室に係る部分

に限る。），第４４条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。）並びに第４７条第１項本文（調理員に係る業務に限

る。）の規定は，適用しないことができる。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，子ども・子育て支援法及び就学前の子ど

もに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律（平成２４年法律第６７号）の施行の日

から施行する。 

 

（食事の提供の経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前

日において現に存する法第３９条第１項に規定する業務

を目的とする施設又は事業を行う者が，施行日以後に家

庭的保育事業等の認可を得た場合においては，施行日か

ら起算して５年を経過する日までの間は，第１６条，第

２３条第４号（調理設備に係る部分に限る。），第２４

条第１項本文（調理員に係る部分に限る。），第２９条

第１号（調理設備に係る部分に限る。）（第３３条及び

第４９条において準用する場合を含む。）及び第４号（調

理設備に係る部分に限る。）（第３３条及び第４９条に

おいて準用する場合を含む。），第３０条第１項本文（調

理員に係る部分に限る。），第３２条第１項本文（調理

員に係る部分に限る。），第３４条第１号（調理設備に

係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に

限る。），第３５条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。），第４４条第１号（調理室に係る部分に限る。）

及び第４号（調理室に係る部分に限る。），第４５条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。）並びに第４８条

第１項本文（調理員に係る業務に限る。）の規定は，適

用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

 現在，本市にはない家庭的保育事業で，かつ，条件付きとは

いえ，食事の外部搬入に係る基準を拡大（緩和）することは，

現在の本市の状況や考え方に合致しないとともに，食事を外部

搬入することによって，家庭的保育事業の質の低下に繋がる懸

念がある。 

 また，本市が認める際の条件や確認事項についても，慎重な

検討を必要とする。 

 

【対応案】 

 現在，本市に家庭的保育事業はないことから，早急な条例改

正が必要な事項とは考えにくく，また，家庭的保育事業そのも

のの本市における必要性について，研究・検討が先に必要なこ

とから，当面，条例改正をしない方向とする。 

ただし，今後の状況の変化によっては，条例改正について，

再度審議会に諮ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今回の改正点２－２ 

【概要】 

 家庭的保育事業限定だが，調理設備及び調理員に関する経過

措置期間を５年から１０年へ延長する。 

 

【現状】 

 改正点２－１に同じ。 

 

【課題】 

 改正点２－１に同じ。 

 

【対応案】 

 改正点２－１に同じ。 

 

既設の経過措置期間のうち，家庭的保育事業

に係る調理設備及び調理員に関する経過措置期

間が５年から１０年へ延長されるという意味。 


